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東京駅･有楽町駅周辺地区における防
災対策について

東京駅･有楽町駅周辺地区における防
災対策について

２００４年３月１６日　

三菱地所　都市計画事業室三菱地所　都市計画事業室
（東京駅･有楽町駅周辺地区帰宅困難者対策地域協力会事務局）（東京駅･有楽町駅周辺地区帰宅困難者対策地域協力会事務局）

水口雅晴　水口雅晴　

丸の内のまちづくり活動例

コミュニティバス（１５年８月２２日スタート）

　　　　　　　　　　　　　　　　資料１
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建て替えプロジェクト等一覧

東京駅周辺の主な開発事業・構想
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丸の内駅広と行幸通りの整備イメージ
　　※本図はイメージであり、今後の検討の深化に伴い、変更となることがある

東京駅周辺の再生整備に関する研究委
員会（14年３月：伊藤委員長）

東京駅赤レンガ駅舎の再整備イメージ
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大丸有協議会組織図
総　会

理事会

運営会議

幹事会

全体報告会

環境・ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
委員会

都市再生推進
委員会

ＰＲ･情報化検討会街づくり検討会ガイドライン検討会

■ガイドラインによるまち
づくりの実現に向けた、
都市開発諸制度の運用や
アーバンデザイン、タウ
ンマネジメントの検討

■行政施策や周辺開発動向
等の把握、対応の検討

委員長 ：三菱地所

副委員長：東京三菱銀行

■都市基盤施設の整備方針・
実現方策についての検討
（東京駅周辺整備、物流、
下水道・エネルギーシス
テム等）

■防災対策のあり方の検討

■PFI､TIF､証券化等の新し
い財政的・金融的手法の
検討

委員長 ：東京電力

副委員長：ＵＦＪ銀行

■当地区まちづくりの認知
や理解を広げるための情
報発信、地域交流（地域
イメージアップの検討）

■当地区の情報化への対応
を検討（官民協調による
具体的施策検討等）

委員長 ：ＮＴＴ東日本

副委員長：三菱商事

事務局

最高意思決定機関

全会員にて構成される

会長、副会長ならびに

理事にて構成される

幹事にて構成される

特別委員会検討会

会長会社・副会長会社

にて構成される

幹事長、検討会委員長、
副委員長会社、事務局
にて構成される各検討会での検討事項

を横断的に報告

■都市再生に係る事項等に
ついて検討・とりまとめ
を行い、東京都へ提案

・社会的状況、当地区の現
況と今後の役割

・当地区の容積のあり方

・当地区将来像（機能、景
観、ﾈｯﾄﾜｰｸ、環境、街の
管理運営等）

■当地区エリアマネジメン
ト組織（NPO）の動向フォ
ローや支援を行い、当地
区の｢環境改善｣｢活性化｣
｢ｺﾐｭﾆﾃｨ形成｣を図る

・エリアマネジメント組織
との情報交換

・エリアマネジメント組織
の設立支援・運営支援

委員長 ：三菱地所 委員長 ：東京電力

平成１４年５月３１日

１２年３月２９日 日経新聞

懇談会「まちづくりガイドライン」策定
懇談会参加４者の検討成果として、平成１２年３月に合
意された。
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丸ビルの構成

Ｂ１Ｆ～６Ｆ
レストラン＆ショッ
プゾーン

３５、３６Ｆ
レストランゾーン

　

仲通り環境整備
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ヘブンアーティスト in Marunouchi

　(1) 都市再生法による「緊急整備地域」指定

　(2) 民間ビル群の建替えが平成20年頃を目途　
　　 に進捗

　(3) 業務特化した街から複合機能都市へ変貌　

来街者の急増と多様化

防災対策の背景①････街の更新

この街に不慣れな来街者への対応が重要課題へ
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　 阪神淡路大震災以後・・・

地元民間ベースの自主努力が防災対策の中心

公助 ＝ 公共支援は最後　

防災対策の背景②････自助・共助・公助

特に、大丸有のような不燃化・耐震化の進んだ

地区では災害時の行政支援が期待薄

(1) 住民に最も近い自治体の責務という建前

(2) 昼夜間人口の格差が大きいと非現実的

　（例）千代田区：夜間人口４万弱、昼間人口100万

地元自治体だけでは帰宅困難者への対応は実際上困難

防災対策の背景③････
　　防災は基礎自治体の責務という建前
　　（その１）
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(1) 大都市オフィス街の場合

(2) 経済活動停滞は世界経済に与える影響も甚大

　（例）大丸有企業はＧＤＰの約２０％のシェア

地元自治体の分担の範囲を大きく超える課題

防災対策の背景③････
　　防災は基礎自治体の責務という建前　
　　（その２）

世界から見た首都圏の自然災害リスク
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　各企業の従業員・顧客対応は「自助・共助」　

地元自治体でも対応困難→国の課題？

防災対策の背景④････流入帰宅困難者

　周辺地域から流入する帰宅困難者は誰が対応？

　(1) 善意の支援は惜しまないのが大原則

　(2) 何万・何十万という帰宅困難者の対応は実際上地元　
　 民間のみでは困難

東京駅周辺・防災対策のあり方検討委員会

１.昼間滞留者のための地区防災
　と企業セキュリティ

　※ 単なる善意だけでは企業の防災
　　対策は出来ない。
　　（東大・小出治教授）

２.被災時に対応するためのイフ
　ラ整備

○ 緊急電源の確保

○上中下水道の確保

　○総合防災情報システム整備

３.自主防災組織の設立
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内閣府・企業と防災に関する検討会議

★★★モデル事業の提案★★★

　モデル地区を選定し、企業、行政機関、住民団体
等から構成される
委員会を設置。当該委員会が主導して、「身の回り
の安全総点検」「防災力向上のためのアクションプ
ラン策定」を実施。委員会の運営や具体策の一部に
ついて支援をする。

（１）大都市のオフィス街　

　● 帰宅困難者対策
　　 （例）公共的空間（地下通路、駅前広場等）
　 　及び企業施設の一部を一時滞留スペースとし
　 て提供、企業は物資、人等を提供

　● 官民連携防災ＧＩＳの構築
　　（例）企業が入手する各種情報を防災ＧＩＳ
　　に活用
　
　● 地域版ポータルサイト等、情報ネットワーク　
　の構築
　　（例）平常時は企業情報等の提供、災害時は　
　災害情報の提供

中央防災会議・専門調査会へ（１５年度）
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企業と防災　防災モデル事業（１５年度）

千代田区の取り組み
　広域避難場所→帰宅困難者・支援場所へ

(1) 皇居前広場、日比谷公園、北の丸公園

(2) 平成１５年２月「広域避難場所」指定廃止

　○ 関東大震災型の大火からの避難が広域避　
難場所の本来の目的　

○ 千代田区は全域が地区内残留地区

(1) 大火はないが新たに帰宅困難者対策が課題

(2) 千代田区が独自に「帰宅困難者・支援場所」

　　として指定（１５年１２月）　
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千代田区の取り組み（１６年度～）

○帰宅困難者･避難訓練の毎年実施
　（第１回：１６年１月１７日）

○区内の大学との応援協定

　（校舎一部開放､学生ボランティア等）

○帰宅困難者･支援場所に｢備蓄倉庫｣の設置

○防災情報システムの構築･導入
　　→ＧＩＳ･ＰＤＡ･携帯活用、官民連絡

○マンホール直結型トイレの備蓄

　　→丸の内東西通りを｢トイレ通り｣化　　他

推進体制 （地域協力会 = 防災隣組）

都市
危機管理
懇話会
（モデル
千代田区
）

都市
危機管理
懇話会
（モデル
千代田区
）

大丸有協議会　　３ 検討会

ガイドライン

PR情報化

　　街づくり 安全･安心
まちづくり研究会

総務省消防庁

内 閣 府

東 京 都

千 代 田 区

地域協力会
コア委員会

地域協力会
コア委員会

地域協力会(防災隣組)
東京駅･有楽町駅周辺地区
帰宅困難者対策地域協力会

地域協力会(防災隣組)
東京駅･有楽町駅周辺地区
帰宅困難者対策地域協力会

連携事務局･都市防災研究所+三菱地所

大手･丸の内町
会有楽町々会
内幸町々会　　
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　事業所と行政が連携した防災情報システムを活用
＜最新の電子機器を活用した情報収集提供を実現＞

地域協力会（隣組）地域協力会（隣組）

防災機関　　　
　消防・警察等

防災機関　　　
　消防・警察等

住民、帰宅困難者

等

住民、帰宅困難者

等

安否/避難情報
被害/活動状況
要請事項

被害/活動状況
要請事項

千代田区　　　
災害対策本部

千代田区　　　
災害対策本部

被害/活動状況

防災情報システムのイメージ（千代田区事業）

帰宅経路探索→表示

○通行不能･危険箇所回避

○最短経路

千葉方面
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地下空間図（約６ha：鉄道コンコース＋公共駐車場）

東京駅

大手町合庁

有楽町駅

日比谷駅

大手町駅

丸ビル前地下

丸ビル前地下部分（平成14年８月オープン）

１６年１月１７日帰宅困難者避難訓練
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公共的地下空間が災害時に担うべき機能

●資機材･食料等のストックポイント機能

●歩行経路や資機材･食料等の搬送経路機能

●緊急車両駐車機能（地下駐車場）

●防災情報センター機能

●（補助的な）一時寄留場所機能

●（補助的な）救急救護所機能

｢逃げ込む先｣としての新しい地下空間
概念の構成が必要

ロードマップ（～15年度）

12～13 14　15　　 16年度　
　　　　　　　　　　　　
　

防
災
フ
ェ
ア
２
０
０
３

伊藤委

内閣府

検討会議
国･モデル事業（ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝﾙ・情報ｼｽﾃﾑ）

防災WG 地域協力会（隣組）コア委員会防災WG

防
災
パ
ト
ロ
ー
ル

大
丸
有
協
議
会･

街
づ
く
り
検
討
会

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

策

定

神
戸
視
察
会

東
北
地
震
調

査

経
団
連
シ
ン
ポ

都
庁
防
災
セ
ン
タ
ー

視
察
会･

説
明
会

東
北
地
震
調

査

帰
宅
困
難
者
避
難
訓
練

地
域
協
力
会
（
隣
組
）

　

設
立
総
会

　
　
　

中
央
防
災
会
議･

専
門

　
　
　

調
査
会　

事
例
報
告

国
際
消
防
防
災
展

大
手･

丸
の
内
町
会

防
災
部　

設
立
承
認

中央防災会議･専門調査会
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　ＢＲＰ
（ビジネス･ルーリング･プラットフォーム）

地域防災力の育成･強化 国内外へのアピール

　　　　　　　　　 地　域　協　力　会　コ　ア　委　員　会

　　　　　　　　東京駅･有楽町駅周辺地区帰宅困難者対策地域協力会（防災隣組）

　　　　　　　　大丸有協議会・安全安心まちづくり委員会

都市リスクマネジメント研究会

テロ･有事対応

ＩＢＡ
国際銀行協会
とのコラボ

都市
リスクマネ
ジメント

ＣＡＴ
　ＢＯＮＤ
の導入検討

環境･防災
ファンドの
組成･普及

レスキューマネー
=地域通貨の普及
検討

防災ＧＩＳ
情報システム
の構築･習熟

国民保護法制
への対応
(自主防強化)

ＮＹ市 や
ﾜ ｼ ﾝ ﾄ ﾝ D . C
と の 提 携

街頭カメラ
の設置

ICタグ･生体認証
によるセキュリ
ティ研究

リスク解析
コンセンサス
形成

ナウキャスト
地震情報シス
テム社会実験

防災マップ／
マニュアル策定

シンポジウ
ム等の開催

オフィス
疎開

国連
国際防災会議

ＴＭ=タウン
ミーティング
開催

地下空間活用､
上下水道､医療体
制等の再検証

防災訓練
繰返し実施

　16　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17年度へ　

千
代
田
区･

防
災
基
本
条
例(

案)

　

検
討

国
民
保
護
法
制
へ
の
対
応　

　

検
討

タ
ウ
ン･

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

（
千
代
田
区
）
開
催

●訓練実施

●ビル一部開放

●食料･資機材
　備蓄

●情報システム　　　　　　　　他

国
連･

国
際
防
災
会
議

●防災･防犯

●テロ･有事

●都心リス
　クマネジ
　メント　
　　　　他

Ｉ
Ｂ
Ａ
国
際
銀
行
協
会
等
と
の

　

共
同ｾ

ｯｼ
ｮﾝ

の
開
催

●ＢＣＰ

●協力会
　外人部隊

●都心リス
　クマネジ
　メント　
　　　　他

C
A

T
 B

O
N

D

環
境･

防
災
フ
ァ
ン
ド

レ
ス
キ
ュ
ー･

マ
ネ
ー

市場化研究

ナ
ウ
キ
ャ
ス
ト
地
震
情
報

　

社
会
実
験　

帰
宅
困
難
者
避
難
訓
練

防
災
情
報
シ
ス
テ
ムG

IS
G

IS

　

習
熟
訓
練　

オ
フ
ィ
ス
疎
開

●NY市や
　ﾜｼﾝﾄﾝ　
　DCとの
　連携
　　　　
　　　他

●東京は
世界一危
険という
偏見への
打返し　
　他

●防災　
　GISﾏｯﾌﾟ
●ﾏﾆｭｱﾙ
　作成　
　　　　
　　　他

中央防災会議･専門調査会

ロードマップ（1６年度～）
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企業と防災　記事①

　　　　　　日経　１５．８．１３夕刊

　　

企業と防災　記事②

　　　　　　　　朝日　15.1.14

日経　15.4.22

　　　　　　　　


